４　介護給付適正化事業の効果について（主要５事業）
　平成18年度の「介護給付適正化推進運動実施状況調査」の結果について、平成17年度の実施状況と比較分析した結果をまとめたものです。なお、本分析結果については、制度改正の影響を受けない「居宅介護給付額」の伸びに着目して整理しております。
１　主要５事業

　主要５事業とは、認定、ケアマネジメント、介護報酬請求に着目し、それぞれにおいて効果があると見込まれる①ケアプランチェック、②介護給付額通知、③認定調査状況チェック、④住宅改修・福祉用具実態調査、⑤医療情報との突合を指している。なお、今回の集計には縦覧点検は含まれていない。
２　主要５事業の実施パターン別

　適正化事業の実施パターンをみると、主要５事業すべてを実施している保険者は、平成18年度は102であり、平成17年度の76から増加している。

　同様に、主要５事業のうち４事業を実施している保険者も平成17年度の141から331へと大幅に増加している。

　一方、主要５事業のいずれも実施していない保険者は、平成17年度の382から45と大幅に減少しており、平成18年度はほとんどの保険者において何らかの適正化事業が実施されている。

　「介護給付適正化事業の効果について(主要５事業実施パターン別)」をみると、何も実施していない保険者(45)の居宅介護給付額の伸びが▲3.54％であるのに対し、何らかの適正化事業を実施している保険者(1,620)の伸びは▲7.03％であり、適正化事業を実施することにより、介護給付額の伸びが抑制できている。
　また、居宅介護給付額の伸びが低い10パターンをみると、ケアプランチェックを実施している保険者が最も多く、次いで介護給付費通知の実施となっている。ケアプランチェックの実施保険者が527（31.6％）と他の事業に比べて実施率が低いものの、実施保険者における居宅介護給付額の伸びが低いパターンの上位に最も含まれていることから、実施による効果は高いと考えられる。
３　適正化事業の実施の有無別

　個別の事業ごとに、適正化事業の実施の有無別の居宅介護給付額の伸びをみると、すべての事業において、適正化事業実施保険者の伸びが抑制されており、さらに、保険者の規模が大きくなるにつれて居宅介護給付額の伸びが抑制されている。
　また、未実施保険者の一人当たり給付額は、実施保険者の一人当たり給付額と比べて若干低い傾向がみられる。

　なお、本資料については、他の事業を実施している場合も含まれていることから、単純に実施事業による効果とはいえない。

４　適正化事業の実施事業数別

　適正化事業の実施事業数別に居宅介護給付額の伸びをみると、実施事業数が増えるほど居宅介護給付額の伸びが抑制されている。

　実施事業数が２事業以下の保険者においては、居宅介護給付額の伸びは全国平均を下回っているものの、一人当たり給付額をみると、実施事業数が３事業以上の保険者に比べて低い傾向にある。
※　平成18年度の「介護給付適正化推進運動実施状況調査」では、事業の実施時期の調査が行われていないため、適正化事業の効果が現れる時期を考慮した詳細な分析を行うことができなかった。

